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東海第二発電所安全対策首長会議からの申入れへのご回答 

 

平素より、弊社の事業運営に対し多大なるご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。 

貴東海第二発電所安全対策首長会議殿からの平成 26 年 12 月 25 日付「日本原子力

発電(株)東海第二発電所周辺地域の安全確保に関する申入れ」につきましては、弊社は、

原子力発電所は安全が最優先されるべきものであるとの共通認識の下、これまでの原子

力所在地域首長懇談会殿及び県央地域首長懇話会殿との協議を踏まえつつ、以下のとお

り真摯に取り組んでいく旨ご回答させて頂きますので、宜しくお願い申し上げます。 

要求事項１、２の「原子力安全協定の枠組み及び協定内容の見直し」及び「東海第

二発電所の重要事項に係る協議等の権限の確保」につきましては、これまで、原子力所

在地域首長懇談会殿及び県央地域首長懇話会殿との各「東海第二発電所周辺地域の安全

確保に関する覚書」（平成 26 年 3 月 5日付）に基づき、弊社が国の安全審査等による

発電所の新規制基準に係る適否の結果に基づいて、茨城県や地元自治体に東海第二発電

所の今後に係る判断を求める時の前までに、茨城県や関係自治体と協議・検討し、安全

協定の見直しをするものとし、両会の構成自治体殿と協議を重ねて参ったところであり

ます。今後とも、これら覚書の内容を踏襲しつつこれまでの経緯を踏まえ、貴東海第二

発電所安全対策首長会議殿と協議をさせて頂きます。また、「協定の見直しにおいては、

原子力所在地域首長懇談会殿の要求事項を優先して協議を進める」点につきましては、

今後、関係自治体殿ともよくご相談しながら、対応させて頂きたいと存じます。 

 要求事項３の「東海第二発電所の重要事項の迅速な情報提供」につきましては、県央

地域首長懇話会殿との「東海第二発電所の今後に係る重要事項等の情報提供に関する覚

書」（平成 25年 2 月 1日付）の内容、並びに高萩市殿、常陸大宮市殿、鉾田市殿及び

大子町殿へお出ししている文書「東海第二発電所に関する重要事項等の情報提供につい

て」（平成 26年 6 月 10 日付）を踏襲し、貴東海第二発電所安全対策首長会議殿の構

成自治体全体に丁寧に情報提供を行って参ります。 

 なお、今後弊社は、関係自治体殿の避難計画の策定に当たって必要な技術的支援につ

きましても、茨城県殿とも連携を図りながら、事業者として積極的に協力して参る所存

でありますので、ご理解賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

以 上 


